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序　　　　　文

　ペルー共和国は、南米大陸に位置し、熱帯、山岳、海岸地帯に分かれ、また、ケチュア、ア

イマラ等、地理的にも民族的にも多様性に富む国です。しかし、1980～2000年にかけて続いた、

センデロ･ルミノソを中心とする反政府グループによるテロリズム行為、及ぴそれに応戦する政

府グループの武力闘争は、地域社会を巻き込み、特に貧困層が集中する山岳地帯を中心に多数の

住民が犠牲になりました。その結果、暴力被害者やその家族は、貧困に加え、現在でも身体的・

精神的後遺症に悩まされた生活を余儀なくされています。

　ペルー共和国政府は、真相究明和解委員会（CVR）を設置し、武力闘争による被害状況の正確

な把握を試み、同時に優先取り組み課題として、被害コミュニティーの生活の質の改善を掲げま

した。

　このような背景の下、ペルー共和国政府は、2003年、暴力被害により影響を受けた地域におけ

る住民が、質の高い保健医療サーピスを享受し、身体、心理、社会的な健康を獲得できる環境づ

くりを目標とした協力の実施を要請してきました。

　これを受け、独立行政法人 国際協力機構は、技術協力プロジェクトによる、暴力被害住民への

包括的ヘルスケアプロジェクト実施の可能性について調査すべく、2004年３月10～22日、及び

同年９月 12 ～ 21 日、10 月 25 日～ 12 月 ll 日の３回にわたり、事前評価調査団を派遣しました。

　本報告書は、３回の調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本件調査にご協力を

いただきました関係各位に対し、深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェクト実施に向

けて、今後ともご指導、ご鞭捷をお願い申し上げます。

　平成 17 年１月

独立行政法人 国際協力機構
部長　末森　満
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１．背　景

　ペルー共和国（以下、「ペルー」と記す）おいては、1980年代後半から1990年代前半にかけて、

貧困層及び極貧困層が集中する山岳地域を中心に全国至る所において、センデロ・ルミノソ及び

トゥパック・アマル革命運動（MRTA）に代表されるテログループによる政府、治安機関等を標

的とした地域住民をも巻き込んだ破壊活動が猛威を振るった。その結果、多数の住民が犠牲に

なるとともに、テロによる暴力の被害を受けた住民及びその家族は、憂鬱状態の長期継続など心

的外傷後の精神的健康障害にかかり、いまだ実生活にも多大な支障が残っており、地域社会の発

展の足かせになっている。ペルーでは、貧富、社会階層、人権、言語、民族、ジェンダー等の文

化的・社会的属性が極めて多様で、住民の健康に及ぼす影響も大きく、医学・医療のみならず、

社会学、文化人類学などの従来の専門分野の枠を越えた、総合的で包括的なアプローチを適用す

ることが必要とされる。

　これら貧困地域の開発及びプライマリー・ヘルス・ケアの充実・推進に向け、テロ、虐待等の

人為災害、自然災害、麻薬犯罪、家庭内暴力による心的外傷後ストレス障害の診断・治療・リハ

ビリテーションに携わる保健医療従事者の育成が急務となっており、我が国は国立サンマルコ

ス大学（UNMSM）を協力受入機関とし、ハーバード難民トラウマチーム（HPRT）の活動を通じ

て、アヤクチョ県、クスコ県、ワンカベリカ県、フニン県及び東部リマ地域の地域保健局（DISA）

管轄下における心的外傷後ストレスに陥った住民に対する総合的診療を実現するための保健医療

従事者に対する育成研修を整備する技術協力プロジェクト「人権を尊重したプライマリー・ヘル

ス・ケアプロジェクト（仮称）」を実施することを決定した。

　係る経緯から、今般、プロジェクトの妥当性を確認し具体的な協力案を作成することを目的と

して事前評価調査を実施した。

２．調査団期間

　2004 年３月 10 ～ 22 日（付属資料１．２．参照）

３．調査団員構成

４．「ラテンアメリカにおける人間に対する暴力の影響と総合的診療」セミナー

期　間：2004 年３月 12 ～ 14 日

会　場：リマ市 Swissotel 会議場

参加者：中南米 17 か国の保健医療行政官、精神保健医療従事者等、計 130 名以上

概　要：暴力及び人権侵害の被害者に対して総合的な治療を行うために、その現状及び治療

分　野

総　括

心的外傷後ストレス１

心的外傷後ストレス２

プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）作成

協力計画

氏　名

榎下　信徹

桑山　紀彦

薄田　榮光

田中　美穂

木屋　信明

所　　属

独立行政法人 国際協力機構 専門技術嘱託

上山病院 診療科長

アイ・シー・ネット株式会社

アイ・シー・ネット株式会社

独立行政法人 国際協力機構 南米課

ジュニア専門員
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にかかわる人材の育成について、参加国間の経験の共有を図り、関係者のネットワー

クを構築することを主な目的としている。

12日はローマ教皇庁、世界保健機関（WHO）事務局長等招待者の講演、13日は参加

各国の現状に関する発表が行われ、参加者は中南米地域に共通する問題に大きな関

心をもち、各発表に耳を傾けていた。そして 14日にはワークショップが行われ、暴

力とその被害者に対するケアの現状、暴力による被害者をケアする人材育成の現状

と人材育成戦略作成の２つのテーマについて、参加者間で活発な議論が繰り広げら

れた。

本セミナーに対するペルー社会の関心は高く、セミナーに先駆けて開催されたプレス

カンファレンスの模様が、ペルーの主要日刊紙である「El Comercio」ほか、様々なメ

ディアで紹介された。

５．調査項目

（1）プロジェクト内容に係る協議

　　プロジェクト名を「人権を尊重した統合的トラウマケア」と変更した。「人権を尊重した」

という部分に関しては、患者の人権に配慮した治療を行うことを意味するのみならず、政治

的暴力によってトラウマを患い、その後の精神的肉体的ケアもなく放置されているという、

二重の意味で患者の人権が無視されている状態を改善することを意味するものであり、プロ

ジェクトの名称としてふさわしいと思料されるため、当初案どおりとした。また、トラウマ患

者に対する必要な処置である予防、診断、治療、回復という一連の診療活動を「統合的トラウ

マケア」と表現した。

　　プロジェクト目標は、「アヤクチョ、クスコ、ワンカベリカ、フニン、リマ東部の選定され

たヘルスネットワークにおいて、暴力によって精神的な外傷を受けた犠牲者に対する統合的

なトラウマケアを提供するために、文化的多様性への理解をも含めた、保健医療従事者とコ

ミュニティ組織の教育・研修システムが整備される」とし、キャパシティビルディングとシス

テム構築のみに限定することとした。

　　それに伴い、当初案ではプロジェクト目標であった「暴力による被害者がトラウマ治療を受

ける」という部分が上位目標へと格上げされ、「アヤクチョ、クスコ、ワンカベリカ、フニン、

リマ東部の暴力による被害を受けた住民が統合的ヘルスケアを受ける」となった。

　　プロジェクト実施機関を UNMSM としたことは、政権の交代など政治的要因に左右される

ことなく、大学の教育活動のなかでトラウマケアの人材を輩出し続けるというサステナビリ

ティを考慮に入れたものであることを確認した。

　　とはいえ、研修の対象が地域保健局の医療従事者中心である以上、保健省（MINSA）の協力

は必要不可欠であり、４月にUNMSMとMINSAの間で、本プロジェクトに関する協定が結ば

れる予定となっている。

（2）パイロット地域の妥当性

　　アヤクチョ、クスコ、ワンカベリカ、フニンという４州はテロや政治的暴力による被害が大

きく、多くの住民が精神的な健康障害に悩んでいる。またリマ東部はそのような地域から流

入してきた住民が数多く集住している地域であり、これらの地域は貧困の度合いが強く、社
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会・経済開発の重点地域としても位置づけられている。このような点から、上記５地域がプロ

ジェクトの対象地域として妥当であることが確認できた。

　　本プロジェクトにおいては、その立地条件からリマ東部を第１のパイロット地域とし、そこ

での研修導入とその経験を踏まえて、順次他地域で研修を行うことを想定している。

（3）日本側の投入の確認

　　長期専門家は本プロジェクトの全体的な運営管理を行う業務調整専門家１名とし、短期専

門家については、専門分野及び派遣時期につき今後の協議により決定することとした。

　　HPRTの活動については、入手した資料から20年以上の経験と実績があり、本プロジェクト

の業務委託先として十分な能力を備えていることが確認された（付属資料３．参照）。また、

第三国個別研修についてはHPRTの協力機関であるマサチューセッツ総合病院及びリンコミュ

ニティーヘルスセンターを視察し、第三国個別研修の受け入れ態勢が整っており、現場関係

者も研修実施について前向きな姿勢であることを確認した。

　　地方医療従事者を対象とした現地国内研修はカウンターパート及び第三国個別研修の帰国

研修員が中心になって行うが、その規模や頻度、内容などについては、現在菊地専門家の現地

業務費で実施中の基礎調査によってパイロット地域の状況が明らかになったうえで検討するこ

ととなった。

（4）ペルー側の投入の確認

　　在外研修及び専門家派遣に係るペルー側負担事項について、UNMSMの負担が可能である

旨確認を行った。

（5）プロジェクト実施体制の確認

　　プロジェクトダイレクターを UNMSM 総長とすることは、大学の慣習にないうえ、頻繁な

協議を行ううえで支障が出るとの意見がUNMSM側から出たため、医学部長をダイレクター

とし、医学部から本プロジェクト専属として設置される常設コーディネータをプロジェクト

マネージャーとすることとした。そして UNMSM 総長は、合同調整委員会（JCC）の委員長

として本プロジェクトに参加してもらう旨了承を得た。

　　また、MINSA はプロジェクトの直接のマネージメントには関与しないものの、重要なアク

ターであるため、JCC のメンバーとして参加するよう今後も調整を行う。

　　また、HPRT とのコンサルタント契約について、JICA のコンサルタント契約の概要を説明

し、契約方法の確認を行うとともに、契約書作成の参考としてHPRT 各メンバーの TOR 案の

提出を要請し現在取り付け中である。

（6）ベースライン情報・関連情報の収集

　　セミナー開催中はアヤクチョ県、フニン県の参加者から両県におけるトラウマ患者の現状

とその診療体制などに関する聞き取り調査を行い、クスコ県ではDISAや地域の病院、トラウ

マを患った住民などに対して聞き取り調査を行った。またリマでは、MINSA、他ドナー機関

の同分野における活動状況及び本プロジェクトに関する意見の交換を行った。
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（7）今後のスケジュール

４月：懸案事項に関する事務所との協議

５月：理事会等 JICA 内部の手続き

６月：討議議事録（R／ D）署名、長期専門家派遣

６．団長所感

（1）プロジェクトの妥当性について

　　ペルーにおいては 1980 年以来、ゲリラ等による政治的暴力による心的外傷後ストレス障害

（PTSD）に陥った住民が、何らのケアを受けることなく貧困状態で放置されている。これら

トラウマ患者の多くは地方に存在し、プライマリー・ヘルス・ケアの不備と相まって、その実

情すら明らかでない状態が続いている。したがって、当国政府にとって彼らの実態を掌握し

社会的復帰を図ることが、重大な社会・政治的課題となっている。その意味で、本プロジェ

クトの設立により、彼らへのヘルスケア・ネットワークが確立されるようになれば、同問題

への解決に大きく寄与するものと思料される。

　　なお、本プロジェクトは、援助の新しい課題として鋭意取り組まれている「人間の安全保

障」の領域に属し、同分野のモデルプロジェクトとして今後の展開が期待される。

（2）プロジェクトの目標について

　　プロジェクト目標は、「UNMSM医学部の教科の拡充による人材の養成及び地域保健局の医

療従事者等を対象とした研修コースによる能力向上を図りつつ、その過程で地域ネットワー

クを通じ暴力に起因したトラウマ患者に対する人権に配慮した統合的ケアが可能となるシステ

ムを確立する」こととした。

　　すなわち要約すれば、①「キャパシティビルディング」、②「①を基にしたケアシステムの

確立」を５年間の協力の成果とすることとした（患者へのケアの結果は次のフェーズとなる）。

（3）実施機関について

　　ペルー側のカウンターパートはUNMSMとし、MINSAは支援機関との位置づけとすること

が確認された。UNMSMをカウンターパートとした背景には、医学部の履修科目にトラウマ

治療に必要なコースを設けることにより、政治状況等に左右されない形でコンスタントに人

材を育成かつ輩出しようとの意図がある。これにより、本プロジェクトの一定のサステナビ

リティが担保されることが期待される（UNMSMはMINSAと合議書を交わし、本プロジェク

トへの支援を取り付けるべく交渉中であり、MINSA も前向きの由）。

（4）HPRT について

①　実　績

　　HPRT の難民トラウマ治療に対する実績は 25 年間に及び、カンボジア、ボスニア・ヘル

ツェゴビナ、神戸等における経験に基づき同分野のテキストや現地語によるガイドライン

の作成を進めてきた。さらには、2002 年のサラエボ以来、同分野の必要性を喚起するため

にブレーンストーミングを率先して実施し、2003 年 12 月にはWHO 等とともに約 50 か国

の閣僚級の会議をローマにて開催した。これらの実績は、HPRTが暴力によるトラウマ患者
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の治療分野における先駆者であることを物語っている。

　　したがって、人的資源の有効活用の見地からHPRTに本プロジェクトの一部を業務委託す

ることは、実績、能力、組織力から十分な根拠を有すると考えられる。我が国との契約にお

いては、過去米国国際開発庁（USAID）や世界銀行等との契約下での経験と実績を踏まえ、

さらに明確な成果主義を標榜することが期待される。

②　契約交渉

　　ボストンにおける契約内容の協議については、冒頭当方の調達基準を説明した後、同基

準に照らし、先方が提出したプロポーザルの内容に対して不明な点を質した。その結果、コ

ンサルタントの稼働率に若干の見解の相違があったが、おおむね当方の査定案で契約が可

能との感触が得られた。

　　なお、本契約は JICA 米国事務所が署名者となることで同事務所の了解を取り付けた。

（5）今後の課題

①　ベースライン調査の必要性

　　本プロジェクトの対象は５地域となっているが、患者の実態（数、症状等）更には研修受

講やネットワークサービスの当事者である医療従事者やボランティアの実態（数、専門分

野、レベル、活動状況等）が把握されておらず、本プロジェクトの稼働にあたっては、以上

について早急に調査し、把握する必要がある。

②　UNMSM のローカルコスト負担

　　現在のところ、JICAへの過大な財政負担を期待する趣があり、効率性、サステナビリティ

及びオーナーシップ確立の観点から、R ／ D 締結時には同大学のローカルコスト負担を明

らかにする必要がある。

③　MINSA の支援

　　現在のところ、本プロジェクトは UNMSM のイニシアティブで動いているが、R／ D 締

結時には行政機関としてMINSA の役割も明確に謳う必要がある。

④　第三国個別研修の実施

　　第三国個別研修の受入機関として想定されている「マサチューセッツ・ジェネラル・ホス

ピタル（MGH）」と「リンコミュニティヘルスセンター（LCHC）」を往訪したことにより、

前者が精神医療の分野で理論・実技ともに世界に誇れるレベルにあり、後者はHPRTと携え

カンボジア難民を主とした治療で多大な実績を有していることが確認できた。同時に、ペ

ルーカウンターパートの受け入れにも前向きと見受けられた。

　　ついては、プロジェクト開始と併せ、同研修の実施について早期に協議することが望まれ

る。
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５．プロジェクト関係者面談記録
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